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SBI岡三アセットマネジメント株式会社

「日本好配当リバランスオープン」
新規購入のお申込み受付一時停止のお知らせ

2024年２月１日

投資家の皆様へ

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

平素は格別のお引き立てを賜り、厚く御礼申し上げます。

当ファンドは、おかげさまで多くの投資家の皆様よりご購入のお申込みをいただき、2024年1月

31日現在で、純資産残高合計が約1,826億円となりました。

当ファンドは、直近の資金流入状況や投資対象の流動性等の観点から、当ファンドの純資産規模

を運用可能な適正範囲に維持するため、2024年2月7日を最終受付日とし、新規購入のお申込み

受付を一時停止させていただくことといたしました。ただし、購入お申込状況次第では最終受付日

を繰上げさせていただく場合もございますので、ご理解賜りますよう宜しくお願い申し上げます。

なお、 換金のお申込み受付につきましては、これまで通りお申込みいただけます。一時停止後の

お申込み受付再開につきましては、当ファンドの純資産残高の状況等を勘案しながら検討し、再

開可能な状況が整い次第速やかにお知らせいたします。

投資家の皆様におかれましては、何卒ご理解くださいますとともに、今後とも弊社投資信託をご

愛顧賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。

敬具

お問い合わせ先

ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社

フリーダイヤル 0120-048-214 （受付時間：営業日の午前９時～午後５時）



お取引にあたっての手数料等およびリスクについて

手数料等およびリスクについて

ご投資にあたっての留意点

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店
担当者）経由で国内委託取引を行なう場合、約定代金に対して最大1.26500％（但
し、最低2,750 円）の委託手数料（税込）が必要となります。また、外国株式等の
外国取引にあたっては約定代金に対して最大0.99000％の国内取次手数料（税込）
に加え、現地情勢等に応じて決定される現地手数料および税金等が必要となります。

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動（裏付け資産の価格や収益力の変動を
含みます）による損失が生じるおそれがあります。また、外国株式等の売買等にあ
たっては価格変動のほかに為替相場の変動等による損失が生じるおそれがあります。

 信用取引を行なうにあたっては、売買代金の30％以上で、かつ30 万円以上の委託
保証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行なうこ
とができることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあり
ます。

 債券を募集・売出し等により、又は当社との相対取引により売買する場合は、その
対価（購入対価・売却対価）のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水
準の変動等により価格が上下し、損失が生じるおそれがあります。外貨建て債券は、
金利水準の変動に加え、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。
また、債券の発行者または元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およ
びそれらに関する外部評価の変化等により、損失が生じるおそれがあります。

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された各種手数料等（最大
3.3％（税込）の購入時手数料、換金時には、1口（当初1口＝1,000円）につき最大
22円（税込）の解約手数料や最大0.5％の信託財産留保額、間接的にかかる費用と
して、運用管理費用（国内投資信託の場合には信託報酬として最大年率2.420％
（税込）、外国投資信託の場合には管理報酬等として最大年率3.755%程度）、その
他運用実績に応じた成功報酬やその他の費用・手数料等（運用状況等により変動す
るため、事前に料率、上限額等を表示することができません））をご負担いただく
場合があります。また、各商品等には価格の変動等による損失が生じるおそれがあ
ります。

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等書
面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。各商品の目論見書
等のご請求は、大和証券のお取引窓口までお願いいたします。

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示
が行なわれていないものもあります。
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